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石油開発産業における
デジタル技術の活用

2018年9月20日

技術部 デジタル技術推進チーム
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免責事項

本資料は石油天然ガス・金属鉱物資源機構（以下「機構」）が
信頼できると判断した各種資料に基づいて作成されています
が、機構は本資料に含まれるデータおよび情報の正確性又
は完全性を保証するものではありません。

また、本資料は読者への一般的な情報提供を目的としたもの
であり、何らかの投資等に関する特定のアドバイスの提供を
目的としたものではありません。したがって、機構は本資料に
依拠して行われた投資等の結果については一切責任を負い
ません。なお、本資料の図表類等を引用等する場合には、機
構資料からの引用である旨を明示してくださいますようお願い
申し上げます。
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１.石油開発産業におけるデジタル化

石油開発の流れ
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探鉱分野（地質、物理探査）

・地震探鉱データ処理・解釈
→AI（Artificial Intelligence）を用いた断層解釈
→石油が貯蔵されていると考えられる場所を抽出

・地質モデルの３次元化と掘削時の地質情報可視化
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開発分野

• 掘削の自動化、掘削作業のリアルタイム化→安全性向上
• 開発の効率化、ロジスティックスの最適化→コスト削減

https://www.nabors.com/equipment/automated‐floor‐systems/electric‐drill‐floor‐robot
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生産分野

• 生産施設（プラント）・機器の故障の予兆検知
• 操業監視のリアルタイム化
• ロボットやドローン活用による保守・管理

→コスト削減

https://www.sky‐futures.com/vision‐of‐the‐futures‐and‐uav‐oil‐gas‐inspection‐service/ https://www.shell.com/inside‐energy/a‐bionic‐inspector‐rolls‐in.html
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２．IOC・NOC・主要会社の取組み状況

メジャー5社の比較

• 1つの指標として、論文検索Onepetro（キーワード：会社
名、digital）による論文ヒット数*を比較。

• ヒット数で言えば、ShellとBPがトップに位置し、その後、
Chevron、Totalと続く。

• Exxonはあまり成果を外部公表していない。

会社名 2000-2004 2005-2009 2010-2014 2015- 合計

Shell 42 95 122 86 345

B P 41 119 89 55 304

C hevron 21 59 79 58 217

Total 8 30 56 45 139

Exxon 0 2 16 2 20

*Conference paper, Journal paper, General and Presentation8
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Shell、その1

• 3Dプリンター、リアルモニタリング、ロボット、各種ソフト
ウェア等のデジタル技術を開発。

• 3Dプリンターでは特注パーツを作成。
• また、震探データをShellの震探解釈ソフトウェア

（GeoSigns：内部で1,200名以上が使用）で解釈、震探解
釈イメージをビジュアル化。

出典：Shellホームページ。3Dプリンターイメージ（左）、ビジュアルコラボレートルーム（右）9
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Shell、その2

• 最先端のセンサー技術を使用して、油ガス田を監視。油
ガス田からの生産量の最適化を図るとともに、生産施設
の突然のダウンタイムを避けて、保守がいつ必要になる
かを予測し、プラントの効率化を推進（Smart Field）。

出典：Shellホームページ 10
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• 他産業で実用化されている
AI技術を有するベンチャー
企業(Beyond Limits)等に投
資し、資源開発業務のプロ
セス効率化・自動化への適
用を検討している。

BP、その1

• BP Technology Outlook2018の中で、デジタル技術のイ
ンパクトとして、2050年までにコストが20-30%削減される
と予測している。

出典：BP Technology Outlook 11
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BP、その2

• スーパーコンピューターを使い、震探データに独自のア
ルゴリズムを適用。通常1年かかる分析が数週間で処理
され、BPの意思決定が加速。

• また、2017年、震探イメージングのブレークスルー＆スー
パーコンピューターにより、メキシコ湾のDeepwaterの
Atlantis油田において、200百万bbl以上の追加資源を確
認。

• 複雑な構造を鮮明に解析（sharper seismic images）し、
高い信頼性と精度で開発井を掘削できるようになった。
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Chevron、その1

• 2017年10月、マイクロソフトと7年間のパートナーシップを
発表。マイクロソフトのAzureを採用。探鉱、油層管理、
生産・操業、中流ロジスティクスやマーケティングの最適
化に期待。

出典：Chevronホームページ 13
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Chevron、その2

• 掘削作業をリアルタイムに監視するDrilling and 
Completions Decision Support Center (DCDSC)を持ち、
不調和イベントのスマートアラーム（早期警告）、傾斜井
の遠隔操作による井戸位置の精度を高めて掘削パ
フォーマンスを向上させ、コスト削減。

• 6大陸1,400台の回転機器をリアルタイムに監視する
Machinery and Power Support Center (MPSC)を持ち、
故障を予測し、保守作業の必要性を判断。

• （例）タイのガスコンプレッサーで油消費量が高いと警告、
ポンプの不具合が事前に発見され、交換。
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Total、その1

• 2013年、設備でタービン、ポンプ、コンプレッサーの予測
保守を実施するための機械学習アルゴリズムを使用し、
数億ドルを削減。

出典：Totalホームページ

• 2013年、油ガス施設で稼働
する自律走行ロボットの開
発コンテスト（ARGOS
Challenge）を実施。孤立し
たエリアや気象条件の厳し
いエリアの施設にて、人に
替わるロボットの活用を目
指す。
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Total、その2

• 2016年、Totalはスタートアップ企業にトライアルの機会を
提供し、有用なパートナーを発掘する仕組みを構築
（Plant 4.0 Start-up Incubator)。 150の事業計画（ロボ
ティクス、IOT、AI、サイバーセキュリティ等）が応募され、
20社強がショートリスト、2017年から2018年にかけてス
タートアップ。

• 2018年4月、Googleと油ガス田の探査と生産のための地
下データ分析に適用される人工知能（AI）ソリューション
を共同開発する契約を締結。
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Equinor（ノルウェー、旧Statoil）

• 2018年6月、生産が終了したVolve油田の操業データ*を
すべて公開すると発表。

*シミュレーションデータ、掘削データ、生産データ、地震探査データの解釈結果等
を含む。

• 生のデータを公開すること
で、学生が研究の材料の
することができるほか、新
たなイノベーションの源泉
にもなる、としている。

出典：Equinorホームページ
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ADNOC（UAE）

• Panorama Digital Command Centerが設置され、上流か
ら中下流に至るビックデータをリアルタイムに管理、AIや
故障予知なども取りいれ、増産やコスト削減の資産価値
向上に活用。

• Drilling Real-Time Monitoring 
Centerでは掘削の最適化、効率
化で掘削トラブル時間の削減を図
り、2019年までに30%の掘削コスト
削減が目標。

出典：ADNOCホームページ
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Petronas（マレーシア）

• Petronas本社のツインタワー内にDigital Collaboration 
Centerが設置され、社内にCDO（Chief Digital Officer）を
配置してデジタル化を推進。

• ビックデータを使って掘削を
リアルタイムに監視し、掘削
作業の最適化や効率化に
活用。

出典：Barcoホームページ
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３．出張報告（シンガポール、ヒューストン）

出張目的：先行事例の技術動向・取組み状況を把握し、
JOGMECのデジタル技術の取組みの一助とする。

• シンガポール
• 政府がどのような政策を打ち出して、企業のデジタ

ル技術導入を支援しているのか。
• ヒューストン

• NOC/IOCのデジタル技術に関する企業戦略や取り
組みについて情報収集。
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シンガポール出張（2018年7月）

政府の政策
• 2016年1月、政府の研究開発戦略 ”Research 

Innovation Enterprise (RIE)2020”を発表し、2020年まで
の5年間で190億シンガポールドル*の予算を充て、大
学や政府機関、民間企業のR&Dを支援することとした。

• また、産業用IoTやロボティクス、クラウドコンピューティ
ングなど最新の先端製造技術分野の研究支援には、
2017年からの5年間で32億シンガポールドルを投資す
る予定。
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*１シンガポールドル=0.73米ドル(2018年9月18日現在）
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シンガポール出張（2018年7月）

シンガポールに拠点を置く企業の取り組み
Emerson: Pervasive Sensing Center of Excellence
• 工場内のあらゆる場所に設置したワイヤレスセンサーから集めたデータを分

析し、従業員の安全確保やコストとリスクの削減など支援する。

Accenture: Internet of Things Centre of Excellence
• 技術パートナー等の支援を受けながら、IoTに関連する技術の研究を行う。たと

えば住友化学とは、プラント関連業務のデジタル化、グローバルサプライチェー
ン情報の可視化・高度化など最新テクノロジーの積極活用に取り組んでいる。

横河: Yokogawa Global IIoT Co-Innovation Centre
• 今後5年間で1億シンガポールドルを投資する計画で、すでに電力、化学、石油

精製業界の企業と協業することで合意している。
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シンガポール出張（2018年7月）

Jurong Island version 2.0 initiativeについて
• シンガポールは石油ガス等の資源に恵まれず、

国土も狭いものの世界最大のバンカリング港、有
数の処理規模を誇る製油所、石油貿易ハブを抱
える経済大国に発展した。

• 上記イニシアティブは、国内の限られた資源
（データ）を最大限活用し、一大産業である化学
品産業を発展させるために2010年に設立された。
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シンガポール出張（2018年7月）

Jurong Island version 2.0 initiativeについて
• Jurong島全体で、上流から下流までデータでつなぐこと

で、より効率的なエネルギーの融通、物流が可能になり、
エネルギー使用量を減らすことができる。

→分野・業界・企業を超えたデータ共有により、多くのシナ
ジー効果を生み出すことができる。
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ヒューストン出張：LIFE2018 （2018年8月）
Landmark Innovation Forum& Expo、その1

• Halliburton/Landmark社が主催するLIFE2018は年1回
ヒューストンで開催。

• Keynoteセッションでは、Aker BP, ペトロブラス等より、自
社におけるデジタル戦略と、それに基づいたデジタル技
術活用の事例紹介。

• いずれの企業も、デジタル技術を使って解決したいビジ
ネス課題を明確にした上で、小さいスケールで取り組み
を開始し、PDCAサイクルを早く回すことが重要であると
の見解。

• デジタル技術の開発にあたっては他社とのアライアンス
が重要。
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ヒューストン出張： LIFE2018 （2018年8月）
Landmark Innovation Forum& Expo、その2

• Aker BP；仕事・プロセスを変え、バリューチェーンを変革
する手段としてデジタル技術を導入。目標として、
Offshoreでの生産コストは7US$/bbl以下、ライフサイクル
全体でのBreakeven Priceを35US$/ｂｂｌ以下を掲げてい
る。

• デジタルE&Pの掘削の例として、掘削計画はこれまでは
3カ月かかっていたものを1日に、掘削作業はこれまでの
半自動を全自動にすることが目標。
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Execute

プロジェクト
実行

Improve
改善

Grow
成長戦略

Reorganize the value chain with 
Strategic partnerships and alliances

戦略的パートナーシップと提携によるバリューチェー
ン再編

Value chain based on a shared lean 
culture

共有した無駄のない文化に基づくバリューチェーン

Be at the forefront of digitalizing E&P

自社がデジタルE&P会社の最前線に！

Flexible business model ready for 
growth and volatility

成長と将来の不透明さに対応した柔軟なビジネスモデル
Aker BPの発表より

ヒューストン出張： LIFE2018 （2018年8月）
Landmark Innovation Forum& Expo、その3
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ヒューストン出張： LIFE2018 （2018年8月）
Landmark Innovation Forum& Expo、その4

• ペトロブラス；企業戦略として、低炭素社会の実現と
Digital Transformation (DX)を掲げている。

• クラウド、掘削ソフトウェア、リアルタイムマネージメントな
どで経済的に開発可能な坑井の掘削成功率100%、油田
発見から1,000日以内に生産開始、自律で動く故障予兆
診断システムの開発が将来的な目標。
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ヒューストン出張： LIFE2018 （2018年8月）
Landmark Innovation Forum& Expo、その5

• Anadarko; 自社の保有する鉱区の中でも生産量が多い
北米に特化し、デジタルソリューションの開発組織
（Advanced Analytics & Emerging Technologies）を設立。

• 現在検討しているのは、AIによる自動の震探解釈や操
業最適化と故障予兆検知。

ポイント：最大の利益を生み出す分野・鉱区に対して
デジタル技術を導入し、最大の利益を享受できるよう
にしている。
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ヒューストン出張： LIFE2018 （2018年8月）
Landmark Innovation Forum& Expo、まとめ

• 各社とも、デジタル技術の開発にあたっては他社とのア
ライアンスが重要であるとコメント。

• デジタル技術を適用した例としては、機械学習による震
探データの自動解釈、油ガス層からの生産量予測、生
産設備の機器故障予兆検知など。

• 現在はオフラインのデータを使用した検証 (Proof of 
Concept)の段階であり、次フェーズにてリアルタイムデー
タを用いた実証試験に移ることとしている。
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マイクロソフト技術センター@ヒューストン
その1

• マイクロソフト社は石油上流企業と連携（BP、Chevron、
ハリバートン等）、デジタル技術での解決策を提案。

• 実例としてBPにおけるAR/MR（拡張現実の機器）を利用
した操業メンテナスに関する紹介があり、故障予知によ
るパイプの取り換え等、デジタル技術によって作業効率
が改善されたことが報告。

• プロジェクトを費用対効果の面から評価し、Added Value
が見込めないときには開発段階であってもそのプロジェ
クトを止めて、すぐ別のプランに移行する覚悟を持ち合
わせることが必要。
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• 石油開発の現場と事務所のやり取りを再現するデモ
ルームがあり、現場で掘削している際に坑跡を震探デー
タやログデータなどと共にパソコン上に検索・表示し、計
画通りに実施できることの確認や、ポンプの不具合が生
じたときの対処方法について実演。

出典：マイクロソフト社ホームページ

マイクロソフト技術センター@ヒューストン
その2
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VR (Virtual Reality), AR (Augmented Reality)の活用
• 現場作業の効率化や、エンジニアの訓練が目的

使用例；
 プラント設計図をVR空間内に表示し、プロ

ジェクト実行前にプラントの全容を把握する
 QC（Quality Control）：実際の機器の上にモ

デル画像をARで表示し、部品が仕様書通り
に製作されているか、大量生産の前に品質
チェックをする

 建設補助：若手エンジニアの補助となるよう
な情報をARで表示する

 操業モニタリング：複数の人が同じ情報を見
ることで、遠隔からの機器モニタリングが可能
になる。

マイクロソフト技術センター@ヒューストン
その3

出典：JOGMEC撮影
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デジタル技術を導入する際のキーワード

Think Big
Prototype 
Small

Scale Fast

Woodside Energyの発表より
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デジタル技術を導入する際のキーワード

Think Big Prototype 
Small

Scale Fast

• その場の勢いではなく、まずは
どのようなビジネス課題を解決
したいかを明確にする。
付加価値を高めたいプロセ

スは？
多くの時間が割かれている

プロセスは何か？
どこで生産ロスが生まれて

いるのか？
• 企業の利益を最大化するため

に解決すべき課題は何か？

Woodside Energyの発表より
35
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デジタル技術を導入する際のキーワード

Think Big
Prototype 
Small

Scale Fast

• まずは取り組みやすい小
さな規模での実証（いわ
ゆるProof of Concept; 
PoC）からはじめる

• PDCAサイクルを回し、実
証の進捗状況をこまめに
評価し、必要に応じてプ
ロジェクトの修正を行う。

Woodside Energyの発表より
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デジタル技術を導入する際のキーワード

Think Big
Prototype 
Small

Scale Fast

• PoCによって得られた知
見・成果を横展開すること
で、より多くの部門で利益
を享受できるようにする。

Woodside Energyの発表より
37
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デジタル技術を導入する際のキーワード

1. Scrum
• （ラグビーのチームのように、）チームを組み、各人の知

見・技術を持ち寄る。
• 石油開発のエンジニアと、データサイエンティストなどデ

ジタル技術に知見があるエンジニアが一緒になって、課
題を解決する方法を検討する。
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https://www.nec‐solutioninnovators.co.jp/column/01_agile.html

デジタル技術を導入する際のキーワード

2. Agile/Sprint
• PoCを実施する際、短期間（～２週間程度）でPDCAサイ

クルを回す。
• プロジェクトの進捗状況が思わしくないものについては、

中止も含めた修正を行う。
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４．METI／JOGMECの取組み状況

40



CDO（チーフ・デジタル・オフィサー）を任命
し、トップダウンで

デジタル・トランスフォーメーションを
推進

• 近年の油価低迷によるコスト削減ニーズの⾼まりを受け、メジャー等の海外上流開発企業は、AIや
IoT等のデジタル技術を活⽤した事業モデルの刷新（デジタル・トランスフォーメーション）に向けた
動きを加速化。資源国側もデジタル技術活⽤のニーズを有し、上流権益獲得を狙う国・企業に対し
当該分野の協⼒を要求。

• 我が国として、AI等技術を活⽤した資源開発技術の⾼度化と、それらの技術の導⼊による我が国
上流開発企業の国際競争⼒強化、権益獲得等の資源外交への活⽤を⾏っていく。

今後⽬指すべき⽯油・天然ガス上流開発（産業政策③：資源開発2.0）
〜資源開発におけるAI・IoT等のデジタル技術の活⽤〜

背景
1. メジャー等によるAIやIoT等のデジタル技術活⽤の加速化
2. 資源国側のデジタル技術活⽤ニーズの⾼まり

我が国での取組みのイメージ

⽇本の上流開発企業のデジタル・トランスフォーメーション加速
化のためのプラットフォームをJOGMECに創設（予定）。
・技術コンペ開催や実証プロジェクトへの⽀援を通じた新技術の創出
・上流開発企業と内外のAI/IoT企業、⼤学等との連携促進
・JOGMEC/企業間連携によるE＆Pデータ集積、デジタル技術適⽤に向けた環境整備
・資源開発のデジタル化を担う⼈材育成⽀援

新技術導⼊により期待される変化
1. 安全管理（プラントの異常検知、無⼈化・遠隔操作等）
2. 探鉱成功率向上（地質データのAIによる解析等）
3. 操業効率化（掘削・⽣産に係るオペレーション最適化等）
4. サプライチェーン管理（上流から中下流に⾄る⽯油ガスの流れの可視化）

JOGMEC資源開発2.0プラットフォーム（仮称）
/METI

⼤学・
研究機関

⽯油
サービス企業

AI、IoT
企業

他産業

上流開発企業
＜プラットフォームのイメージ＞

KAIZEN

LNG 
supply 
chain

先端技術

海外IOC
/AI企業

資源国
NOC

2018/06/13_METI資源
燃料分科会
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JOGMEC Techno Forum 2018
- Energy Industry at Turning Point -

2018年11月27日（火）
パレスホテルにて開催決定。

技術セッション「デジタル技
術」にて、NOC/IOC/本邦企
業それぞれの視点からの
Digital Transformationについ
て講演予定。
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５．まとめ

• NOC/IOCはIT企業と協業して自社の埋蔵量増加、
コスト削減、安全性向上にデジタル技術を活用。

• デジタル技術の導入検討にあたっては、ビジネス
課題を明確にした上で、小さなスケールから取り
組み始めることが重要。

• シェール革命に続くデジタル革命により、いち早く
デジタル技術を取り入れた企業のみが今後生き
残れる時代となった。
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